
２０２０年度 当初予算（一般会計）

（単位：億円）

備 考

① ② ①－② ①／②

2019年度人事委員会勧告を反映　会計年度任用職員制度導入

6,163 6,099 64 101.0 退職手当 453億円→461億円

施設型教育・保育給付費 152億円→187億円　後期高齢者医療費負担金 638億円→660億円

2,937 2,802 135 104.8 障害者自立支援介護・訓練等給付費負担金 291億円→312億円

元金（市場公募債等満期一括積立を含む） 3,242億円→3,278億円

3,721 3,750 △ 29 99.2 利子 484億円→420億円

公共事業 1,729億円→1,694億円

2,796 3,296 △ 500 84.8 単独事業 1,567億円→1,102億円

地方消費税清算金 2,306億円→2,776億円　地方消費税交付金 1,415億円→1,694億円

5,196 4,352 844 119.4 法人事業税交付金 0→136億円

4,909 4,826 83 101.7 国勢調査費 0→35億円

(100.6) （　）は、地方消費税清算金支出を除いた場合の伸率

25,722 25,125 597 102.4

法人二税 3,688億円→3,258億円　地方消費税 2,624億円→2,918億円

11,669 11,817 △ 148 98.7 （実質収入ベースの県税収入 10,146億円→9,682億円）
(1,900) (1,500) (400) (126.7)

800 600 200 133.3 県税収入の動向や地方財政計画を踏まえ、計上

臨時財政対策債 900億円→1,100億円

2,380 2,509 △ 129 94.9 通常の県債 1,552億円→1,167億円

減債基金取崩し 880億円→880億円　財政調整基金取崩し 296億円→464億円

10,873 10,199 674 106.6 地方消費税清算金 2,681億円→3,209億円

25,722 25,125 597 102.4
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